
 資料１  
 

新岡山県環境基本計画の平成２６年度進捗状況について 

 

 

 岡山県環境基本条例に基づく、環境の保全に関する総合的な計画である新岡山県環境

基本計画の平成２６年度進捗状況の概要は次のとおりである。 

 

１ 計画の概要 

（１）期 間  平成２０年度～平成３２年度 

                （※重点プログラムの目標年度は平成２８年度） 

（２）内 容 

   ア 計画の目指すべき姿（平成３２年度） 

     より良い環境に恵まれた持続可能な社会 

 

  イ 基本目標（※括弧内は重点プログラム数） 

①地域から取り組む地球環境の保全（34） 

②循環型社会の形成（25） 

③安全な生活環境の確保（29） 

④自然と共生した社会の形成（20） 

 

    ウ 推進目標（※括弧内は重点プログラム数） 

          ①参加と協働による快適な環境の保全（25） 

          ②環境と経済が好循環する仕組みづくり（23） 

 

２ 平成２６年度進捗状況 

＜重点プログラム達成レベル＞ 
 

区    分 

 
達成レベル別重点プログラム数  

平均 
１ ２ ３ ４ ５ 

 

 

基

本

目

標 

 

 

①地域から取り組む地球環境の保全 0 4 24 5 1 3.09 

②循環型社会の形成 0 1 24 0 0 2.96 

③安全な生活環境の確保 0 1 27 1 0 3.00 

④自然と共生した社会の形成 0 1 15 4 0 3.15 
 
推 
進 
目 
標 

①参加と協働による快適な環境の保全 0 4 20 0 1 2.92 

②環境と経済が好循環する仕組みづくり                 0 4 15 3 1 3.04 

       全体（重複する項目は除く） 0 10 102 10 2 3.03 

 

※「達成レベル」：１ 目標水準を大きく下回った ２ 目標水準を下回った ３ 概ね目標水準 

            ４ 目標水準を上回った ５ 目標水準を大きく上回った  



地域から取り組む地球環境の保全

重 点 プ ロ グ ラ ム
（※は努力目標についての指標があるもの）

プログラム
達成レベル

住宅用太陽光発電の導入促進※ 4

メガソーラーの誘致促進※ 5

野菜・花き栽培など農業分野での新エネルギーの利用拡大※ 4

小水力発電の導入促進 小水力発電の導入促進※ 3

木質バイオマスのエネルギー利用推進 3

バイオガスを活用したエネルギー利用技術の検討 3

新エネルギーの普及啓発※ 4

県民参加による発電施設設置の普及拡大※ 2

新エネルギー産業クラスターの形成 3

スマートタウン構想の推進※ 3

民間建築物等の省エネルギー化の推進 3

県有施設の省エネルギー化の推進※ 4

信号灯器のLED化※ 3

壁面緑化等の普及促進 3

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度による排出抑制※ 3

総合特区制度を利用した高効率・省資源型コンビナートの実現 3

アースキーパーメンバーシップ会員の拡大※ 2

クールビズ・ウォームビズ等の推進 3

エコドライブの推進※ 3

省エネ住宅の普及拡大 3

省エネ型機器等の普及拡大※ 2

地産地消の推進 3

県公用車への低公害車の率先導入 3

電気自動車の普及促進※ 2

自動車の利用抑制 3

バス・電車等の利用促進 3

道路整備等の推進 3

新交通管理システムの整備 3
フ
ロ
ン

類
対
策

フロン類対策の推進 フロン類の適正回収の推進 3

公益的機能を高めるための森づくりの推進 3

県民が育て楽しむ森づくりの推進 4

都市の緑化推進 3
酸
性
雨

対
策 3

国
際

貢
献

環境技術のアジア貢献 3環境技術協力

省エネ型ライフスタイル・ビジネス
スタイルの定着促進

吸
収
源
対
策

森林の保全

省エネ住宅・省エネ型機器等の普
及拡大

硫黄酸化物・窒素酸化物の排出抑制

低公害車の導入促進

平成26年度主要施策（重点プログラム）達成レベル一覧

基本目標①

太陽光発電の導入促進

主　要　施　策

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進

建築物等の省エネルギー化の促
進

バイオマスエネルギーの
利用拡大

産業・事業活動における省エネル
ギーと温室効果ガス排出抑制の推
進

交通円滑化の推進

地
球
温
暖
化
対
策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進

新エネルギーの普及啓発等

公共交通機関等の利用促進

資料２



循環型社会の形成

重 点 プ ロ グ ラ ム
（※は努力目標についての指標があるもの）

プログラム
達成レベル

「おかやま・もったいない運動」の推進 3

マイバッグ運動の推進※ 2

循環資源情報の提供 循環資源マッチングシステムの利用促進※ 3

循環型社会づくりに向けた処理システムの構築 3

ごみの分別収集の徹底 3

小型家電リサイクルの推進 3

リサイクル関連法の周知・徹底 3

排出業者に対する指導・助言 3

ごみゼロガイドラインの推進 3

３Rに関する広域ネットワークの形成 3

リサイクル関連法の周知・徹底 3

公共工事に係る廃棄物の再資源化 3

循環型社会形成推進モデル事業の推進 3

岡山エコタウンを生かした環境学習の推進 3

「岡山県グリーン調達ガイドライン」に基づく取組の推進 3

「岡山県エコ製品」の認定・周知 3

「岡山エコ事業所」の認定・周知 3

処理業者等に対する監視・指導 3

電子マニフェストの導入促進※ 3

PCB廃棄物の計画的な処理の推進 3

農業用廃プラスチックの適正処理の推進※ 3

廃棄物処理施設の計画的な整備の促進 3

不法投棄監視体制の強化 3

地域美化の推進 3

広域的な移動に対する対応 3

グ
リ
ー
ン
購

入
等
の
推
進

グリーン購入等の推進

平成26年度主要施策（重点プログラム）達成レベル一覧

基本目標②

主　要　施　策

３
Ｒ
の
推
進

一
般
廃
棄
物
の

３
Ｒ
※

産
業
廃
棄
物
の
３
Ｒ

※

岡
山
エ
コ
タ

ウ
ン
の
推
進

廃
棄
物
の
適
正
処
理
の
推
進

産業廃棄物の適正処理の推進

一般廃棄物の適正処理の推進

不法投棄の根絶

循環型社会に向けたライフ
スタイルの変革

一般廃棄物の３Rの推進

産業廃棄物の発生抑制

循環資源の利活用推進

岡山エコタウンプランの推
進

循
環
型
社
会

に
向
け
た
意

識
の
改
革



安全な生活環境の確保

重 点 プ ロ グ ラ ム
（※は努力目標についての指標があるもの）

プログラム
達成レベル

自動車公害対策の実施 エコドライブの推進※ 3

県公用車への低公害車の率先導入 3

電気自動車の普及促進 2

自動車の利用抑制 3

バス・電車等の利用促進 3

道路整備等の推進※ 3

新交通管理システムの整備※ 3

工場・事業場の監視・指導※ 3

大気汚染防止夏期対策の実施※ 3

悪臭被害の防止 3

公益的機能を高めるための森づくりの推進※ 3

県民が育て楽しむ森づくりの推進 4

生活排水対策の推進※ 3

工場・事業場対策の推進※ 3

環境に配慮した水辺づくり※ 3

児島湖再生の推進※ 3

児島湖流域下水道事業の推進 3

ダム湖の水質対策 3

豊かな自然を育む里海づくり※ 3

自然海浜の保全等※ 3

瀬戸内海の埋立抑制 3

道路交通騒音・振動、航空機騒
音、新幹線鉄道騒音・振動対策

道路交通、新幹線鉄道の騒音・振動対策 3

騒音・振動の規制　 騒音に係る環境基準のあてはめ地域の拡大等 3

土
壌
・
地
下

水
汚
染
対
策

土壌・地下水汚染の防止 工場・事業場対策の推進 3

有害大気汚染物質対策の推進 3

リスクコミュニケーションの推進※ 3

有害化学物質対策の推進 3

アスベスト対策の推進 アスベスト対策の推進 3

環
境
放
射

線
の
監
視

環境放射線の監視 3

網掛けの重点プログラムは再掲のもの

基本目標③

主　要　施　策

大
気
環
境
の
保
全

公共交通機関等の利用促進

交通円滑化の推進

大気汚染防止対策の実施

平成26年度主要施策（重点プログラム）達成レベル一覧

騒
音
・
振
動

の
防
止

有害化学物質による環境汚染
の防止

有
害
物
質
対
策

低公害車の導入促進

水
環
境
の
保
全

瀬戸内海の保全と再生

森林の保全

湖沼水質保全対策の推進

河川等の保全対策の推進



自然と共生した社会の形成

重 点 プ ロ グ ラ ム
（※は努力目標についての指標があるもの）

プログラム
達成レベル

自然公園等の保護 自然公園等の適切な利用指導※ 2

自然との調和に配慮した事業
活動

自然と調和した開発の指導 4

レッドデータブックの充実と活用 3

希少野生動植物の保護※ 4

鳥獣保護対策の推進 3

特定鳥獣保護管理計画の推進 3

狩猟者の確保※ 3

移入種等の対策 移入種等に関する普及啓発等の推進※ 4

自然環境学習等の推進 自然環境学習等の推進※ 3

自然とふれあえる体験の場や機会の充実※ 3

ニューツーリズムの推進 3

水辺環境の保全と創出 3

公益的機能を高めるための森づくりの推進※ 3

県民が育て楽しむ森づくりの推進※ 4

農地・農業用水等の保全 3

都市と農村との交流推進 3

環境保全型農業の推進 3

都市と近郊のみどりの創出 3

緑化推進体制の充実※ 3
自
然
と
の
共
生

お
か
や
ま
戦
略

の
推
進

自然との共生おかやま戦略の
推進

「おかやま生物多様性支援センター（仮称）」の設置 3

網掛けの重点プログラムは再掲のもの

水
と
み
ど
り
に
恵
ま
れ
た
環
境
の
保

全
と
み
ど
り
の
創
出

希少野生動植物の保護

森林の保全

平成26年度主要施策（重点プログラム）達成レベル一覧

基本目標④

豊
か
な
自
然

環
境
の
保
護

主　要　施　策

自
然
と
の
ふ
れ
あ

い
の
推
進

身近なみどりの創出

里地・里山の保全

野
生
生
物
の
保
護

自然とのふれあいの場の確保

野生鳥獣の保護管理



参加と協働による快適な環境の保全

重 点 プ ロ グ ラ ム
（※は努力目標についての指標があるもの）

プログラム
達成レベル

環境パートナーシップの形成促進 3

ソーシャル・ビジネスの育成支援 3

都市と農村との交流推進 3

アダプト事業の推進※ 3

イベント等のエコ化の推進 3

アースキーパーメンバーシップ会員の拡大 2

クールビズ・ウォームビズ等の推進 3

エコドライブの推進 3

県民参加による発電施設設置の普及拡大 2

「おかやま・もったいない運動」の推進 3

マイバッグ運動の推進 2

実践的な環境学習の機会の提供※ 5

移動環境学習車の活用 3

環境学習エコツアーの実施※ 3

子どもたちの環境活動への支援 3

スーパーエンバイロメントハイスクールの指定 3

学校内への快適空間の整備※ 3

環境学習協働推進広場の活動推進 3

環境学習指導者の育成・活用 3

学校教育における環境教育の推進 教職員に対する環境研修の実施 3

景観行政団体となる市町村の拡大と連携強化※ 3

瀬戸内海の自然景観の保全 3

電線類地中化の推進 3

落書き防止・消去活動の推進 落書き防止・消去活動等の推進※ 2

光害に配慮した屋外照明設備の普及啓
発 3

網掛けの重点プログラムは再掲のもの

環境NPO等との協働

県民総参加による取組の推進

協
働
に
よ
る
環
境
保
全
活
動
の
促
進

推進目標①

主　要　施　策

平成26年度主要施策（重点プログラム）達成レベル一覧

実践につながる環境学習の推進

協働の取組等による環境学習の充実

環
境
学
習
の
充
実

県土岡山の景観形成の推進

景
観
の
保
全

と
創
造

快
適
な
生
活

環
境
の
保
全



環境と経済が好循環する仕組みづくり

重 点 プ ロ グ ラ ム
（※は努力目標についての指標があるもの）

プログラム
達成レベル

住宅用太陽光発電の導入促進 4

メガソーラーの誘致促進 5

小水力発電の導入促進 3

木質バイオマスのエネルギー利用促進 3

バイオガスを活用したエネルギー利用技術の検討 3

電気自動車の普及と技術開発 2

中小企業の新エネルギー設備導入の支援 2

循環型産業クラスターの形成※ 3

新エネルギー産業クラスターの形成 3

木質バイオマスの活用推進 4

循環型社会形成推進モデル事業の推進 3

３Rに関する広域ネットワークの形成 3

環境保全型農業の推進※ 3

魅力ある林業の実現 3

「岡山県グリーン調達ガイドライン」に基づく取組の推進※ 3

「岡山県エコ製品」の認定・周知※ 3

「岡山エコ事業所」の認定・周知※ 3

省エネ住宅の普及拡大 3

省エネ型機器等の普及拡大 2

環境マネジメントシステムの普及拡大 環境マネジメントシステムの普及拡大 3

CSR（企業の社会的責任）活動の普及 中小企業の環境対策の促進 2

環境保全のための費用負担意識の普及 3

環
境
影
響
評
価

の
推
進

環境影響評価の適正な実施 4

網掛けの重点プログラムは再掲のもの

推進目標②

主　要　施　策

グリーン購入等の推進

省エネ住宅・省エネ型機器等の普及拡大

グ
リ
ー
ン
成
長
の
推
進

平成26年度主要施策（重点プログラム）達成レベル一覧

環
境
に
配
慮
し
た
事

業
者
の
育
成
・
拡
大

環境と好循環した農林水産業の振興

新エネルギーの推進

環境等関連分野の研究開発支援

リサイクルビジネスの育成



重点プログラム努力目標（数値目標）の達成状況

策定時
(H18)

現況
(H26)

努力目標
(H32)

(H30数値)
評価、問題点等 今後の課題と施策展開

77.4
(H16)

58.4
(H24速報)

61.9
(20%減)

CO2換算
kg-CO2/百万円

4,703
(H16)

3,899
(H24速報)

3,668
(22%減)

962
(H16)

797
(H24速報)

770
(20%減)

CO2換算
kg-CO2/㎡

134.4
(H16)

133.1
(H24速報)

112.9
(16%減)

41.9
(H16)

37.9
(H24速報)

33.5
(20%減)

CO2換算
kg-CO2

5,287
(H16)

5,381
(H24速報)

4,335
(18%減)

35.9
(H16)

28.6
(H24速報)

26.9
(25%減)

CO2換算
kg-CO2

2,420
(H16)

1,922
(H24速報)

1,810
(25%減)

H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

太陽光発電の導入促進
（主要施策全体）

117
564

(H27.2末)
340

再生可能エネルギーの固定価格買取制度や日照時間に恵
まれた岡山県の地域性も反映し、普及が進んでいる。（H27.2
末現在）

国・県の補助金は終了したものの、固定価格買取制度等に
より、今後も普及は進むと考えられ、引き続き啓発等を行っ
ていく。

住宅用太陽光発電の導入
促進

5
9

(H27.2末)
10

太陽光発電に関する補助は終了したが、補助事業の成果を
踏まえ作成したHP「晴れの国おかやま　太陽光発電のスス
メ」等を通じて本県の優位性をPRした。

太陽光発電の普及拡大に向けたインセンティブとしての補助
制度は一定の成果があった。引き続き、ＰＲ・啓発等により、
普及を図っていく。

メガソーラーの誘致促進 0
56

(H27.2末)
20

県候補地の公表や補助金により、メガソーラーの誘致に努め
た結果、候補地１０箇所全てで事業者が決定するなど、Ｈ２７
年２月末現在で、５６件、８２ＭＷのメガソーラーが県内で稼
働している。

固定価格買取制度による太陽光発電の買取価格は引き下
げられたものの、依然として事業者の意欲は高く、土地情報
等の問い合わせも寄せられている。事業が円滑に行われる
よう関係機関と連携していく。

野菜・花き栽培など農業分野
での新エネルギーの利用拡大

57 99 100

展示ほ等を活用した導入推進や技術指導等の支援により、
ほぼ努力目標を達成した。
しかし、未導入の生産者は、高齢の方も多いことから、導入
には抵抗がある。

引き続き、地域の普及指導センターと連携し、省力化等導入
効果のＰＲや展示ほの活用、品目に合わせた技術指導等を
行い、導入を推進する。

小水力発電の導入促進 7 8 30
前年度に引き続き小水力に関するセミナーの開催や調査等
に関する補助を２件行った結果、県内では８年ぶりに１箇所
設置された。

補助金による支援は昨年度で終了したが、研修会の開催や
新エネサポートコールによる相談窓口の設置等により導入
促進を図る。

新エネルギーの普及啓発 340 1,787 2,000
平成26年度は、太陽熱温水器や窓断熱への県補助制度の
新設により県民の関心が高まったことや補助制度新設にあ
わせてセミナーを開催したため、多数の参加となった。

新エネ省エネ普及啓発セミナーを年４回開催し、新エネル
ギーの導入促進を図る。

県内に設置された太陽光発電総設備容量
（ﾒｶﾞﾜｯﾄ）

太陽光発電による自動かん水システムを導入
した施設の数（箇所）

小水力発電設備の導入数（件）

各種広報媒体にてエコドライブの取組を呼びかけており、エ
コドライブ宣言者数は着実に増加している。

エコドライブを定着させるため、効果的な広報を行い、引き続
き宣言者の増加を図る。

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進

新エネルギー関係セミナーへの参加者数
（累計、人）

項　　目

県内に設置されたメガソーラーの数（箇所）

代表的な指標

１世帯当たりのエネルギー消費量（ＧＪ）

自家用車１台当たりのエネルギー消費量（ＧＪ）

重点プログラム

製造品出荷額当たりのエネルギー消費量
（ＧＪ/百万円）

住宅用太陽光発電設備の普及率（％）

地
球
温
暖
化
対
策

項　　目

業務その他部門の床面積当たりのエネルギー
消費量（ＭＪ/㎡）

東日本大震災後に全国的な節電意識が浸透したことや、事
業者の積極的な取組などにより、削減が進んでいる。

景気の動向に大きく左右される面はあるが、引き続き温室効
果ガス排出算定・報告・公表制度の適切な運用を図るととも
に、より効果的な制度とするための見直しを検討し、取組を
推進する。

県ＨＰやエコパートナーシップおかやま会員等を通じて、省エ
ネ型家電の普及啓発を図るとともに、太陽光発電システムと
併せて、効果的な省エネ設備を設置することにより家庭内の
エネルギー利用の高度化を図る者に対し、設置経費一部を
補助したが、より広く県民への普及を図るまでには至ってい
ない。

エコパートナーシップおかやま会員等を通じて、引き続き省エ
ネ型家電の普及啓発に努めるとともに、家庭におけるエネル
ギー消費量の約６割を占める給湯と冷暖房の省エネ化を進
めるため、太陽熱利用給湯器や住宅の窓断熱の普及を図
る。

東日本大震災後に全国的な節電意識が浸透したが、パソコ
ン等ＯＡ機器の普及などにより、削減があまり進んでいない。

事業者の自主的なエネルギー消費量の削減を促すため、温
室効果ガス排出算定・報告・公表制度の適切な運用を図ると
ともに、より効果的な制度とするための見直しを検討し、取組
を推進する。

基本目標① 地域から取り組む地球環境の保全

削減率：-24.5%

削減率：-17.2%

削減率：-9.5%

削減率：-20.3%

資料３



H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開項　　目重点プログラム

県民参加による発電施設設
置の普及拡大

21 27 60

平成26年度は、県民参加による発電施設の設置に前向きな
市町村やNPO法人を中心に協議会を開催するなど機運の醸
成に努めたことにより、３箇所新設され、計２７箇所の設置と
なったが、努力目標達成にはこれまで以上に設置を進める
必要がある。

県民参加による太陽光発電設置の取組を普及させるため、
NPO法人等と協力しながら、これまでに蓄積されたノウハウ
を広く周知するとともに、資金の調達方法等の取組について
検討を進める。

スマートタウン構想の推進 0 3 5
平成24年度に指定した赤磐市、西粟倉村に加え、平成25年
度、新たに津山市をパイロット地域に指定し、取組を支援し
た。

国の電力システム改革に伴い、今後、順次、電力小売の全
面自由化や送配電部門の法的分離などが行われる予定で
あり、このような動きも踏まえながら、スマートタウンの取組を
県内各地に広げるため、引き続き、意欲がある地域へ情報
提供などを行っていく。

県有施設の省エネルギー化
の推進

81,671 77,156 78,640
６年間で平成22年度比６％以上の削減を目標として取り組ん
でおり、順調に削減が進んでいる。

排出量削減のためには、排出要因の大半を占める電力と自
動車燃料の削減が重要であり、部局への周知を徹底し、取
組を推進する。

信号灯器のＬＥＤ化 40 50.5 60
目標の達成に向け、計画的な整備を推進した。
また、補完措置として交通信号用電球の白熱電球からＬＥＤ
電球への交換整備を実施した。

引き続き、ＬＥＤ式信号灯器の整備を推進する。

63.7
(H22)

58.4
(H24速報)

62.6
(H26)

東日本大震災後に全国的な節電意識が浸透したことや、電
力の排出係数が低下したことなどにより、削減が進んでい
る。

景気の回復状況に大きく左右される面はあるが、引き続き温
室効果ガス排出算定・報告・公表制度の適切な運用を図ると
ともに、より効果的な制度とするための見直しを検討し、取組
を推進する。

901
(H22)

797
(H24速報)

822
(H26)

東日本大震災後に全国的な節電意識が浸透したことや、電
力の排出係数が低下したことなどにより、削減が進んでい
る。

事業者の自主的なエネルギー消費量の削減を促すため、温
室効果ガス排出算定・報告・公表制度の適切な運用を図ると
ともに、より効果的な制度とするための見直しを検討し、取組
を推進する。

アースキーパーメンバーシッ
プ会員の拡大

10,450 11,214 12,500
既会員に対して、ＨＰやメールなどを活用して継続的な実践
を促した。一方、新規加入については、制度PRになお一層努
める必要がある。

今後も、既会員に対して、ＨＰやメールなどを活用して継続的
な実践を促進するような工夫や環境に関する情報提供を行
うとともに、イベント等、様々な機会を捉えて積極的に新規加
入の促進を行う。

エコドライブの推進
29.8
(H22)

28.6
(H24速報)

28.6
(H26)

各種広報媒体にてエコドライブの取組を呼びかけており、エ
コドライブ宣言者数は着実に増加している。

エコドライブを定着させるため、効果的な広報を行い、引き続
き宣言者の増加を図る。

省エネ型機器等の普及拡大
36.1
(H22)

37.9
(H24速報)

34.5
(H26)

県ＨＰによる紹介のほか、エコパートナーシップおかやま会
員等を通じて、省エネ型家電の普及啓発を図るとともに、効
果的な省エネ設備を設置することにより家庭内のエネルギー
利用の高度化を図る者に対し、設置経費一部を補助したが、
より広く県民への普及を図るまでには至っていない。

エコパートナーシップおかやま会員等を通じて、引き続き省エ
ネ型家電の普及啓発に努めるとともに、家庭におけるエネル
ギー消費量の約６割を占める給湯と冷暖房の省エネ化を進
めるため、太陽熱利用給湯器や住宅の窓断熱の普及を図
る。

電気自動車の普及促進 605 1,592 3,000

充電インフラの整備を促進するため、「岡山県電気自動車充
電器設置ビジョン」を策定し、国の補助制度等の活用を図る
とともに、新たに給電機能付き充電器と電気自動車の同時
購入による補助制度の創設や、鳥取県との共同イベントを開
催することにより、普及を図った。

民間事業者等と連携しながら、充電インフラ整備の促進を図
るとともに、災害の備えとして注目が高まっている蓄電池とし
ての機能など、電気自動車の新しい可能性にも着目しなが
ら、さらなる普及拡大を図る。

地
球
温
暖
化
対
策

新エネルギーを活用したスマートタウンの数
（箇所）

自家用車１台当たりのエネルギー消費量
（ＧＪ/台）

電気自動車の普及台数（台）

アースキーパーメンバーシップ会員数
(累計、人・事業所）

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進

１世帯当たりのエネルギー消費量（ＧＪ/世帯）

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進

県の事務事業から生じる温室効果ガス排出量
（t-CO2)

信号灯器のＬＥＤ化率（％）

温室効果ガス排出量算定・報
告・公表制度による排出抑制

県民参加による発電施設数（施設）

製造品出荷額当たりのエネルギー消費量
（ＧＪ/百万円）

業務その他部門の床面積当たりのエネルギー
消費量（ＭＪ/㎡）



重点プログラム努力目標（数値目標）の達成状況

項　　目
策定時
(H18)

現況
(H26)

努力目標
(H32)

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

一般廃棄物の排出抑制・資源化率（％）
90

(H17)
94.6
(H25)

95
(H31)

ごみの排出抑制や資源化等の取組により最終処分量が抑
制され、資源化率も向上した。

引き続き、一般廃棄物の排出抑制、分別回収などによるリサ
イクルの推進に取り組む必要がある。

産業廃棄物の排出抑制・資源化率（％）
93

(H17)
95.5
(H25)

95
(H31)

産業活動が活発になる傾向の中で、がれき類をはじめ、ばい
じんや燃え殻の再生利用も進んでおり、努力目標値を達成
する水準に至った。

引き続き、産業廃棄物の排出抑制・リサイクルの推進に取り
組んで行く。

項　　目 H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

マイバッグ運動の推進 マイバッグ持参率（％） 45.2 46.2 70
「岡山県統一ノーレジ袋デー」等による啓発活動に取り組
み、前年度をわずかながら上回った。

「岡山県統一ノーレジ袋デー」について事業者の理解を得な
がら参加店舗の拡大に努めるとともに、消費者・環境団体等
の協力を得ながら啓発活動を行い、更なる普及啓発を行う。

循環資源マッチングシステ
ムの利用促進

循環資源マッチングシステムによる取引成立
件数（累計、件）

94 99 150
パンフレット等を活用し、環境イベントにおいて普及啓発を
行ったが、目標には及ばないため、関係機関と連携し、更な
る普及啓発に努める。

情報誌やチラシ、環境イベントでのパネル展示による制度の
PRと利用促進を図りながら、取引成立件数の増加に努め
る。

一人当たりごみの排出量※（ｇ/人・日）
※ごみの排出量＝
   収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量

948
(H22)

970
(H25)

935
(H27)

近年横ばい傾向にあり、引き続きごみ減量化の取組を推進
する必要がある。

引き続き、おかやま・もったいない運動の推進を通じて、全県
的な排出抑制の取組を推進する。

一般廃棄物のリサイクル率（％）
25.7
(H22)

27.1
(H25)

32.7
(H27)

年々向上しているものの、目標達成にはさらなる分別回収の
推進等が必要である。

引き続き、市町村分別収集計画を踏まえた容器包装廃棄物
の分別収集の徹底などを市町村に助言する。

一般廃棄物の最終処分量（ｔ/日）
148

(H22)
116

(H25)
130

(H27)
リサイクル率の向上等により最終処分量が減少し、目標を達
成した。

引き続き、排出抑制、資源化、減量化などにより最終処分量
を削減する。

10種分別実施市町村数(市町村） 12 14 14
第７期分別収集計画（平成26～30年度）に基づき市町村に
助言等した結果、目標を達成した。

引き続き、市町村に助言等を行う。

産業廃棄物の排出量 (千t/年）
5,906
(H22)

5704
(H25)

6,000
(H27)

前年度と比較し約１.７％減少したが、産業活動の影響を大き
く受けるため、排出抑制の推進が必要である。

多量排出事業者の処理計画書及び実施状況報告書をイン
ターネットで公表するなど、自主的な産業廃棄物の排出抑制
を促進していく。

産業廃棄物のリサイクル率（％）
39.1
(H22)

37.3
(H25)

39.1
(H27)

再生利用率が高いばいじんの排出量が減少したことから、
前年度と比較し１.４％下回った。

再生利用率の低いガラス陶磁器くず、廃プラスチック類の再
生利用をより促進する。

産業廃棄物の最終処分量（千t/年）
348

(H22)
313

(H25)
305

(H27)

前年度と比較し更に４千ｔ減少したが、産業活動の影響を大
きく受けるため、排出抑制・再資源化等の推進が必要であ
る。

引き続き、排出抑制、減量化・再資源化を推進する。

電子マニフェストの導入促進 電子マニフェストの普及率（％）
27.7
(H22)

34
(H25)

40
(H27)

電子マニフェストの普及促進のため、研修会の実施など排出
事業者等に対する周知を図った結果、電子マニフェストの交
付件数は増加したが、平成25年度の電子マニフェスト普及率
は34.0%と前年度と同水準に留まった。

引き続き、県の率先行動として電子マニフェストを活用すると
ともに、排出事業者等への周知を行う。

農業用廃プラスチックの適
正処理の推進

農業用使用済プラスチックの再生処理（％） 30 32.9 40
関係機関・団体を中心に回収体制が整備されており、適正処
理は進んでいるものの、分別等が不十分であり、再生処理よ
りも埋め立て処理が多くなっている。

回収体制の整備を徹底するとともに、再生処理の啓発を図
る。

廃
棄
物
の
適
正
処
理
の

推
進

３
Ｒ
の
推
進

代表的な指標

産業廃棄物の発生抑制
循環資源の利活用推進
（主要施策全体）

一般廃棄物の３Ｒの推進
（主要施策全体）

産
業
廃
棄
物
の
３
Ｒ

基本目標② 循環型社会の形成

一
般
廃
棄
物
の
３
Ｒ

循
環
型
社
会
に
向
け
た

意
識
の
改
革

重点プログラム



重点プログラム努力目標（数値目標）の達成状況

安全な生活環境の確保

項　　目
策定時
(H18)

現況
(H26)

努力目標
(H32)

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

児島湖の水質（ＣＯＤ）（mg/l） 8.0 7.6 6.0
児島湖の水質（COD）は7.6mg/Lであり、前年度から0.2mg/L
悪化したが、過去10年間では緩やかな改善傾向にある。

流域の生活排水処理率は既に80％を超えており、水質改善
のペースは鈍くなると推定される。このため、環境用水利権
を取得して河川から農業用水路を経由して児島湖に清水導
入するための調査や関係機関等の調整を行う。

自動車保有台数に占める低公害車の割合（％） －
27.0
(H25)

46
(H31)

ハイブリッド車を中心に、低公害車の割合は着実に増加して
いる。

環境への配慮のみならず、減税制度などをPRすることによ
り、引き続き低公害車の割合の増加を図っていく。

項　　目 H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

エコドライブの推進 エコドライブ宣言登録者数（累計、人） 12,374 19,605 25,000
達成率はやや鈍化しているが、エコドライブ宣言者の人数は
着実に増加している。

エコドライブを定着させるため、効果的な広報を行い、引き続
き宣言者の増加を図る。

道路整備等の推進 主要渋滞箇所数（箇所）
71

(H24)
70 63

国・市と事業進捗等連絡を密にすることで、「晴れの国おか
やま生き活きプラン」の平成26年度時点での努力目標を達
成することができた。

国・県・市（岡山市含む）がそれぞれ所管する道路整備を進
めているため、平成２７年度以降の目標値の達成には国及
び市（岡山市を含む）の整備進捗の影響を大きく受ける。

信号機の高性能化更新数（基） 243 312 350
目標の達成に向け、計画的な信号制御機の高性能化を推進
した。

引き続き、計画的に信号制御機の高性能化を進め、交通の
円滑化を図る。

光学式車両感知器数（基） 938 1,016 1,147
老朽化した既存設備の更新を行う必要があるため、基数の
大幅な増加にはつながらず目標水準を下回った。

引き続き、光学式車両感知器の整備を推進する。

工場・事業所の監視・指導 工場・事業所の排ガス等基準適合率（％）
94

(H24)
100 100 基準遵守の徹底を図り、目標達成となった。

引き続き、監視指導を行い、排ガス等基準違反については、
適切に指導を行う。

大気汚染防止夏期対策の
実施

オキシダント情報等メール配信登録者数（人） 5,372 11,793 12,000
県広報誌、テレビ・ラジオ等による広報活動が奏功し、登録
者は順調に増加している。

引き続き、広報活動等を通じて登録者を増加させ、光化学オ
キシダントによる被害発生の未然防止に努める。

公益的機能を高めるための
森づくりの推進

保安林面積(ha) 136,465 137,346 137,465
(保安林指定)
指定面積は順調に増加している。

目標達成に向けて、着実な保安林指定を行っていく。

生活排水対策の推進 汚水処理人口普及率（％） 81 84 87
努力目標は概ね満足しており、全体としては汚水処理施設
の普及拡大が図られている。

今後、クリーンライフ100構想の見直しも含めて、生活排水対
策に係る施設整備のさらなる効率化を図る必要がある。

工場・事業場対策の推進 工場・事業場の排水基準適合率（％）
92

(H24)
96 97 概ね予定どおりの進捗状況である。

引き続き、行政検査により適合状況を確認し、排水基準違反
については、適切に指導を行う。

ホタルの生息地箇所数（箇所） 266 296 320 概ね予定どおりの進捗状況である。
引き続き、ホタルの生育地箇所数の把握をするとともに、地
域の人々に、環境に配慮した水辺の普及啓発を進める。

多自然川づくり等を実施した箇所数（箇所） 3 10 17

全ての河川を対象に、生態系等の環境に配慮する「多自然
川づくり」や、行政と地域住民が連携して取り組むふれあい
の水辺空間の整備を推進した。概ね計画通りに進捗してい
るが、早期の効果発現が期待される洪水対策と環境保全と
のバランスに配慮する必要がある。

今後も多自然川づくりを推進するとともに、地域ニーズを反
映した整備を図るため、行政と地域が一体となって事業推進
に取り組む。

重点プログラム

新交通管理システムの整備

基本目標③

代表的な指標

環境に配慮した水辺づくり

大
気
環
境
の
保
全

水
環
境
の
保
全



項　　目 H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開重点プログラム

水質目標値（ＣＯＤ：mg/l） 7.8 7.6
7.5

(H27)
児島湖の水質（COD）は7.6mg/Lであり、前年度から0.2mg/L
悪化したが、長期的には緩やかな改善傾向である。

流域の生活排水処理率は既に80％を超えており、水質改善
のペースは鈍くなると推定される。このため、環境用水利権
を取得して河川から農業用水路を経由して児島湖に清水導
入するための調査や関係機関等の調整を行う。

合併処理浄化槽の設置基数（基） 26,491 29,635
31,061
(H27)

設置基数は概ね湖沼計画のとおりに増加している。
単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進むよう、
補助制度の拡充等を国へ要望する。

浄化用水の導入量
（万㎥/日）

55 60.6
58.9
(H27)

導入量は、計画水量を達成できた。 予定水量が確保されるよう、引き続き、関係者と協議を行う。

ヨシ原の管理面積（千㎡、累計） 215 315
315

(H27)
１年前倒しで、予定していた管理面積の累計値を達成した。

ヨシ原の管理と併せて、刈取体験やヨシの再利用工作体験
を実施し、児島湖の環境保全意識の高揚を図る。

里海の整備箇所数（箇所） 2 2 4 新たな里海の整備のための事業計画を策定した。 平成２７年度から事業着手の予定。

汚濁負荷の削減目標量（ｔ/日）

ＣＯＤ
39

(H21)
36

(H25)
38

(H26)

窒素
40

(H21)
38

(H25)
42

(H26)

りん
2.3

(H21)
2.1

(H25)
2.4

(H26)

自然海浜の保全等 環境学習の場としての活用自然海浜数（箇所） 0 1 3 １箇所で環境学習が行われた。 自然海浜を活用した環境学習について、企画の検討を行う。

有
害
物
質
対
策

リスクコミュニケーションの
推進

事業者のリスクコミュニケーションの取組率（％） 8.6 14.9 20

「企業の環境に関する意識調査」により、企業の要望等の把
握に努めるとともに、模擬演習を盛り込んだ事業者向けセミ
ナーを実施し、リスクコミュニケーションの取組率の向上に努
めた。

取組率が0.6ポイント上昇したが、目標には届いていない。引
き続き事業者セミナーの開催等により周知を図る必要があ
る。

児島湖再生の推進

豊かな自然を育む里海づくり

第7次総量削減計画の各種施策を着実に推進していく。

水
環
境
の
保
全

ＣＯＤ、窒素、りんの汚濁負荷量は、目標を超えて削減が進
んだが、経済状況等による影響も受けるため、中長期的な視
点で汚濁負荷量の削減状況を評価していく必要がある。



重点プログラム努力目標（数値目標）の達成状況

自然と共生した社会の形成

項　　目
策定時
(H18)

現況
(H26)

努力目標
(H32)

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

希少野生動植物（条例指定）の保護に取り組む
地域数（地域）

4 11 12

条例指定種の新規増加に応じ、目標達成に向かって順調
に推移しており、引き続き、新たな指定種及び保護地域の
候補について調査・検討を行っている。併せて、既指定地
域において、地域と協力しながら保護活動を実施してい
る。

巡視員や市町村など、地域との情報共有・連携を一層強
化し、より効果的な保護推進を図るとともに、新たな地域指
定については、指定後の保護体制や指定効果を十分勘案
して検討を行う。

自然公園利用者数（万人）
1,234
(H17)

1,175
(H25)

1,450
(H31)

国や各関係市町村と連携し、利用施設の現状での適正な
整備・維持管理や普及啓発を図ったが、利用者数は前年
度より減少し、目標水準を達成できなかった。

今後も国や関係市町村と連携して、自然公園をより安全か
つ快適に利用できるように整備・維持管理を行うとともに、
自然公園の魅力をより一層PRし、様々な方法で情報提供
を行い、利用促進を図る。

項　　目 H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

豊
か
な

自
然
環
境
の

保
護

自然公園等の適切な利用
指導

自然保護推進員数（人） 89 86 100
任期満了に伴い、平成27年1月に新たに自然保護推進員
を委嘱した。実績については、前年度末より4名増加した。

自然保護推進員の増加のため、活動の周知を図るととも
に、推進員の知識や資質の向上を目指す。また、研修会
等の交流会の場を提供し、推進員による自然保護活動の
一層の充実を図る。

希少野生動植物の保護
希少野生動植物（条例指定）の保護に取り組む
地域数（地域）

9 11 11

　条例指定種の新規増加に応じ、希少野生動植物の保護
に取り組む地域数は順調に増加しており、引き続き、新た
な指定種及び保護地域の候補について調査・検討を行っ
ている。
　併せて、既指定地域において、地域と協力しながら保護
活動を実施している。

巡視員や市町村など、地域との情報共有・連携を一層強
化し、より効果的な保護推進を図るとともに、新たな地域指
定については、指定後の保護体制や指定効果を十分勘案
して検討を行う。

狩猟者の確保 狩猟者登録件数（件） 4,288 4,257 4,400

狩猟免許試験の休日開催、各種広報による試験の周知徹
底及び狩猟に関するフォーラムを開催したことにより、前年
度より登録者は微増したが、努力目標値には達しなかっ
た。

引き続き、試験の休日開催や各種広報による周知を行うと
ともに、狩猟フォーラムやツアーの開催、農業系高校生へ
の免許取得に関する授業、学生へのＰＲ等を行っていく。

移入種等に関する普及啓発
等の推進

重点的に外来生物の防除に取り組む地域数
（地域）

2 4 3
防除計画を作成し、アライグマの防除に取り組む地域は４
地域で、目標を上回っている。

今後も農作物への被害等に応じて、国、市町村と連携して
重点的に外来生物の防除に取り組む地域を増やすよう努
める。

自然環境学習等の推進 自然保護センターの利用者数（人） 22,078 23,545 30,000
自然体験における新たな取り組みの導入や、タンチョウの
ヒナ誕生に関連した様々な事業の展開等により、利用者数
は前年度と比較してやや増加した。

利用者増に向け、自主企画事業のさらなる充実と、公共機
関や教育機関を通じたＰＲの強化を図る。

長距離自然歩道の利用者数（万人） 162
162

(H25)
190

(H27)

中国自然歩道の休憩舎及び案内標識等の再整備を行うと
ともに、関係市町村と連携して、自然歩道施設の適正な維
持管理及びホームページやルートマップでの普及啓発を
行った。

引き続き関係市町村と連携して、自然歩道の施設再整備
及び適正な維持管理に努める。また、ホームページの活用
やルートマップの配布により、自然や史跡等の様々な魅力
を提供し、普及啓発を行う。

身近な自然体験プログラムの参加者数
（累計、人）

7,504
(H22)

15,182 20,000

各関係市町村と連携し、優れた自然や身近な自然とのふ
れあいの場を求める県民ニーズに対応するため、各種体
験プログラムの情報について、ホームページ等を活用し、
多くの方へ情報提供を実施した。

引き続き各関係市町村と連携し、既存のホームページや、
新たに構築した自然情報ポータルサイトなど様々な方法に
よる情報提供を行い、より多くの人へ自然とのふれあいの
場及び機会の提供に努める。

公益的機能を高めるための
森づくりの推進

少花粉スギ苗木の出荷本数（本） 0 1,500 45,000
H26年度産については、床替後の活着が悪く、冷夏長雨の
影響もあり、出荷実績は1,500本に止まった。

平成26年春の挿し木発根率が低調なことから、27年度は
可能な限り挿し付け本数を増やすとともに、新たに種子に
よる生産方式にも取り組む。

県民が育て楽しむ森づくり
の推進

森づくり活動に取り組む団体数（団体） 73 115 90

林業体験活動や森林ボランティアグループの里山保全活
動への支援、「おかやま森づくりサポートセンター」が行う
森づくり活動促進、企業の森づくり活動への参加支援など
により新たな団体が育成され、目標達成となった。

森林ボランティアグループ等が継続的な活動を行っていく
ためには、活動内容の充実及び活動を指導する森林づくり
リーダーなどの指導者の育成を図る必要がある。

緑化推進体制の充実 緑の募金総額（万円） 1,658 1,647 2,000
街頭募金や職場募金、イベントでの募金依頼など積極的
に募金活動を行ったが、募金額は目標額を下回った。

募金の増額に向けて、企業・団体等への協力を依頼すると
ともに、市町村等と連携して家庭募金の浸透を図るなど募
金活動の積極的なPRを行う。

基本目標④

代表的な指標

水
と
み
ど
り
に
恵
ま
れ
た
環
境
の
保
全

と
み
ど
り
の
創
出

野
生
生
物
の
保
護

自
然
と
の
ふ
れ
あ
い
の
推
進

自然とふれあえる体験の場
や機会の充実

重点プログラム



重点プログラム努力目標（数値目標）の達成状況

参加と協働による快適な環境の保全

項　　目 H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

協
働
に
よ
る
環

境
保
全
活
動
の

促
進 アダプト事業の推進 おかやまアダプト参加者数（人） 42,902 46,264 50,000

団体数は増加したが、参加者数は減少した。高齢化によ
る休止・廃止団体の増加、参加者の減少が危惧される。

今後も県民運動として定着するよう、引き続き広報等によ
るPR活動を行っていく。

実践的な環境学習の機会の提供 環境学習出前講座の協働実施回数（回） 183 301 220

ＮＰＯ等環境団体との協働の場として県が設置した「岡
山県環境学習協働推進広場」を中心とした環境学習出
前講座は県下に広く定着し、着実にニーズが増加してい
る。H26実績では計301回実施し、環境学習の機会を提
供した。また、環境学習拠点施設である自然保護セン
ターでは、各種の自然観察会や研修会を実施している。

関係施設との連携のもと、移動環境学習車も活用するなど
して、出前講座等の体験型環境学習の充実を図り、より一
層幅広い環境学習の機会の提供に努める。

環境学習エコツアーの実施 環境学習エコツアー参加者数（累計、人） 28,169 39,686 48,000

多くの参加希望があり、団体向けコースは3,843名（バス
107台）、個人向けコースは119名が参加した。個人向け
コースについては、参加者の満足度も高く、環境保全意
識を向上させることができた。

団体向けツアーは、できるだけ多くの団体の参加が得られ
るよう周知に努める。また、個人向けツアーについても、見
学施設などコース内容の充実や工夫を図るとともに、十分
な募集期間を取り、参加者の増加に努める。

学校内への快適空間の整備
「木の快適空間」の整備校（校）
（平成25年度事業終了）

13
15

(H25)
15

(H25)
平成２５年度で事業終了。 -

景
観
の
保
全

と
創
造

景観行政団体となる市町村の
拡大と連携強化

景観行政団体の数（市町村） 6 7 10
13市町を訪問し、景観行政団体となるよう働きかけを
行ったが、現在のところ、津山市を除き、平成28年度まで
に景観行政団体に移行する予定の市町村はない。

引き続き、優れた景観を持つ市町村に対して、景観行政団
体となるよう積極的に働きかけを行う。

快
適
な
生
活

環
境
の
保
全

落書き防止・消去活動等の推
進

落書き防止重点取組地区指定地区数
（累計、地区）

2 5 12
玉野市玉原地区を重点地区に指定し、落書き消去活動
を行った。平成28年度の目標を12地区としており、年に１
地区のみでは目標達成が難しい。

市町村へ落書き対策の手引を配布するとともに、必要に応
じて市町村を訪問して事業を説明するなど、制度の活用を
促す。
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重点プログラム

推進目標①



重点プログラム努力目標（数値目標）の達成状況

環境と経済が好循環する仕組みづくり

項　　目 H23
現況
(H26)

努力目標
（Ｈ28）

評価、問題点等 今後の課題と施策展開

循環型産業クラスターの形成
循環型産業クラスターで開発された製品の数
（件）

9 12 13

平成26年度は、太陽電池用シリコンウエハ加工で発生
するシリコンスラッジを半導体の封止材等の高付加価値
用途の原料として有効活用する事業の施設整備の支援
を行った。また、休止鉱山の中和澱物を活用した農業用
資材の放射性セシウム抑制剤としての新規用途開発の
支援を行った。

26年度にも、本事業による新たな製品が開発されるなど、
着実に成果は出ている。引き続き、県内外の企業ニーズ
や大学発のシーズに関する情報収集やマッチングを行うと
ともに、関係者等に対して補助制度の十分な周知を行うこ
とで、開発製品数のさらなる増加を図る。

環境保全型農業の推進
環境保全型農業直接支払交付金の対象活動を
実施した農地面積（ha)

92 196 220
環境保全に効果の高い営農活動の取組を支援する環境
保全型農業直接支援対策を活用して取組を推進し、前
年並みの196haの取組となった。

本支援対策は、平成27年度から「農業の有する多面的機
能の発揮の促進に関する法律」に基づき実施されることと
なり、引き続き、環境保全型農業直接支払交付金を活用し
ながら、取組の面的拡大を図ることとしている。

「岡山県グリーン調達ガイドラ
イン」に基づく取組の推進

再生品使用促進指針の指定品目数（品目） 189 190 206 指定品目数は前年度から１品目増えた。 国の方針等を踏まえ、新たな指定品目の追加に努める。

岡山県エコ製品の認定品目数（品目） 423 374 425
９件の新規認定を行う一方、廃止もあるため、総数で前
年度を下回った。

巡回エコ製品等普及展示会等を通じて引き続き認定制度
のPRに努め、認定件数の増加を図る。

巡回エコ製品等普及展示会参加者数(人） 5,310 14,800 5,000
県内８カ所で展示会を開催したところ、目標を大幅に上
回る参加者があった。

魅力ある展示会になるように企画し、多くの県民に岡山県
エコ製品等を知ってもらうよう努める。

「岡山エコ事業所」の認定・周知 岡山エコ事業所の認定件数(件） 277 274 300
５件の新規認定を行う一方、廃止もあるため、総数で前
年度と同程度であった。

巡回エコ製品等普及展示会等を通じて引き続き認定制度
のPRに努め、認定事業所数の増加を図る。
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「岡山県エコ製品」の認定・周知

重点プログラム

推進目標②


